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用者と自治体の双方がメリットを享受できるクラウドシ

ステムの理想を提案した。なお，必須ではないが，より

良いメリットを享受するためには，以下の要件が満たさ

れることを期待する。 
 
・IC カードを公金収納として積極的に利用するためのガ

イドラインの策定と財務会計手法の確立 
・住基カードを「FeliCa ポケット」で利用できるように

する技術と法整備 
・住基カードが「FeliCa ポケット」に搭載されて初回発

行されるようになる 
・全ての IC カードを 1 台の端末で扱えるようになるよ

う業界内で端末を統一化 
 
日立グループにはこのクラウドを実現するノウハウが

あり，定額（年額）利用もしくは使用量フィーでのビジ

ネス対応をすることが可能である。また，IC カードリー

ダライターを統合し，POS 端末に組込むことで領収額の

２度打ちが不要となる機器の製作も可能である。 
一方で，（株）日立ソリューションズ東日本では，IC カ

ード，公金収納，電子申請連携，住民基本台帳カード発

行，クラウドセンタ構築の実績を基に，貢献することが

可能であり，是非挑戦してみたいフィールドである。 
 日本は，欧米諸国と比較して，支払いに対する現金で

の取扱割合が最も多いことから，ポストペイ，プリペイ

のカード利用が発達してこなかった。観光客からはこの

不便さに対する不満が多いことが問題となっている。政

府は，2020 年東京オリンピックに向け，IC カードの利

活用を方針に盛り込んでいる。また，クレジットの全て

を非接触型 IC カード化すると方針を打ち出した。 
今後，IC カードはますます生活になくてはならないツ

ールとなっていく。公共，交通，金融における各種ノウ

ハウを基に IC カードに伴うより良い社会実現のために

これまで以上に寄与していく所存である。 
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産業分野の事業紹介 
 
１．事業の背景 
 (株)日立ソリューションズ東日本(以下，HSEと記す)

は産業分野の製造業を中心に，意思決定に関するソリュ

ーションを幅広く提供している。 

 製造業は長らく厳しい競争を強いられてきたが，アベ

ノミクス効果が着実に浸透しており，景気の回復に伴い，

生産は拡大している。また，中小企業についても業況改

善の兆しがある。1) 

製造業の生産拠点は汎用品を中心に海外移転が進んで

いるが，高付加価値品の開発・生産は国内拠点，汎用品

の開発・生産は海外拠点で実施するというように，国際

分業の流れが進んでいる。2)  

 その一方で，グローバル競争力の低下，技術力による

差別化の限界，社会構造の変化などの背景によって，一

部の企業では単に製品やシステムを提供するだけでなく，

モノにサービスを付加して提供するビジネスモデルへの

転換を進めている。今後そのような企業では，企業内・

組織内のデータの利活用，さらにはそれらを企業外・組

織外のデータと突き合わせることによって，新たな知見

を得ていく取り組みが増えると予想される。3) 

このような環境下で企業が経営資源を有効活用し，生

産性を高めるためには，国内外のバリューチェーン（開

発・製造・販売・サービスといった付加価値を生む一連

の流れ）の変化の可視化と，限られた経営資源の機動的

な組み換えを可能にするインフラの整備が必要である。

ITは企業の経営資源を効率化するだけでなく，効果を最

大化するためのものとして位置づけられている。4) 

 

２．事業の方向性 
HSEは企業のバリューチェーンの中で，特にサプライ

チェーンマネジメント（SCM），エンジニアリングチェ

ーンマネジメント（ECM），ビジネスアナリティクス

（BA）の3分野で，計画，可視化，分析，意思決定支援

のソリューションを提供している。各分野の主なソリュ

ーション・製品を図1に示す。 

今後はこれらの分野に引き続き注力するとともに，近

年の新たな潮流であるクラウド，ビッグデータ，グロー

バル，スマートデバイスに対応しながら，意思決定支援

技術の高度化を図り，ソリューションの適用領域を拡大

する。 

 

３．今後の事業展開戦略 
 前章で述べた3分野のソリューション・製品について，

今後の事業展開戦略は次のとおりである。 

図 1 産業分野の主なソリューション・製品 
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3.1 SCM分野 

 得意分野であるハイテク企業やプロセス産業（化学）

を中心に，現場への定着化と可視化を強化する。主な製

品毎の戦略を以下に示す。 
 業務指向を強く打ち出し，在庫基準計画・監視の専

用ツールとして導入しやすい製品を展開する

（SynCAS PSIシリーズ） 
 ターゲット領域を絞り，費用対効果面，導入コスト

や運用面でのメリットや自社開発を生かしたきめ

細かな提案で，生産計画の他社製品と差別化する

（SynPIX） 
 他のスケジューラ製品（多機能・高価・カスタマイ

ズ費用大）と比較して必要最小限の標準機能を提供

し，コンパクトな導入を実現する（SynPLA） 
3.2 ECM分野 

 ECM分野では，設計・開発・製造工程の状況把握ソリ

ューションや，表現の自由度の高い工程表・プロジェク

ト管理プラットフォーム製品を提供している。製品毎の

戦略は以下のとおりである。 
 バリューチェーンの変化とグローバル展開が顕著

な自動車業界を中心に実績を積み重ね，他社製品と

の違いを打ち出す。（SynViz S2, SynViz/DM） 
 テキスト解析部分のAPI化により他製品との連携

を一層強化する。（CoreExplorer） 
尚，これらの製品は汎用性が高く，製造業のECM分野

以外にも，様々な分野で導入されている。 
3.3 BA分野 

 BA 分野についても，製造業に限らず公共・金融・サ

ービスなど様々な業界に対して製品（Cognos, SPSS,  
MicroStrategy など）やソリューション（ロケーション

インテリジェンス）の提供，システム開発，データウェ

アハウス（DWH）の構築を行っている。DWH 構築では，

情報分析基盤の構成要素の選定基準や構築作業体系を明

確化することで，企業内外に蓄積されたデータを活用し

たい企業に対して，長期のデータ活用や分析業務の継続

性を考慮した情報基盤の構築を行っている。5) 
 今後は，大量データの DWH・分析の用途で使用する

DWH アプライアンス製品（ある目的に特化して，すぐ

に使える家電製品のようなコンセプトで作られた製品）

を BA 分野のソリューションラインアップに加えること

で，ビッグデータ活用で新たな知見や価値の創出を期待

する企業のニーズに応えていく。 
 

3.4 ソリューションの融合 

 HSE では製造業企業のバリューチェーンの変化を可

視化し，かつグローバル展開やビッグデータ活用といっ

た要望に応えるために，前述した 3 つの得意分野のソリ

ューションの融合に取り組んでいる。以下にその取り組

みの一部である，SCM 分野と BA 分野のソリューション

融合の例を説明する。 
現在，SCM 分野で HSE は在庫起点での可視化・評価

を行う製品 SynCAS PSI Visualizer を提供している。本

製品については販売部門の利用者が多く，評価指標のレ

ポート機能の充実や管理者向けの経営観点でのサマリー

レポート出力の要望が多い。そこで SynCAS PSI 
Visualizer と BA 分野のビジネスインテリジェンス製品

である Cognos Express を連携することで，管理レベル

（販売マネージャ，経営者など）毎の切り口での集計や

レポート化を実現し，生産（P），販売（S），在庫（I）
の全体概況の可視化を強化していく。 

 また，グローバル展開や国際分業が進んでいる製造業

企業では，管理する SKU（Stock Keeping Unit，在庫

管理最小単位）が数十万から数百万点に及んでおり，大

量データに対する処理の高速化が必要となっている。今

後，高速データベースアプライアンス製品に対応する

SynCAS PSI Visualizer のエディションを新たに展開す

ることで，グローバルに展開するサプライチェーンの状

況把握やビッグデータ対応の要望に応えていく。 
 以上のように今後も各分野で培った技術・ノウハウ・

人財を融合し，企業の経営資源の効率化と最大化，そし

て顧客企業のビジネス価値創出のための事業を推進する。 
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ソリューション融合によるビッグデータ 
アナリティクス事業のポートフォリオ拡大 
Business Portfolio Expansion in Big Data Analytics with Collaborating Current 
Solutions 
 
（株）日立ソリューションズ東日本は，企業の情報活用ニーズに対して，BA

（Business Analytics）ソリューションを提供してきた。近年の高まるビッグ

データへの期待や高度化する分析ニーズに対して，アナリティクスアプライア

ンスを採用し，既存のソリューションと融合させることで，ソリューションの

ポートフォリオを拡大する。すでに PSI Visualizer やデータ分析サービスにア

ナリティクスアプライアンスを融合させる取り組みを開始しており，今後は，

PA(Predictive Analytics)とアプリケーションの融合を検討し推進する。 
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１. はじめに 

旧来のホスト・オフコンベースの業務システムの構築

は，業務システム機能そのものに企業の個性を求め優位

に立とうとする試みであったが，近年は ERP をはじめ

とするパッケージベースの業務システムへ主流が移行し

た。これは，システムは共通機能をベースにすることで

効率化とコスト削減を求める動きであった。 
そ の 一 方 で ， 90 年 代 頃 か ら DWH （ Data 

Warehouse）・BI（Business Intelligence）が台頭し，

業務システムで蓄積されたデータを有効活用することで

ビジネス機会を獲得しようとする動きがはじまった。こ

れは，IT 導入による効果を効率向上から価値創出にシフ

トする流れである。 
（株）日立ソリューションズ東日本（以下，HSE と記

す）は，1999 年コグノス社（現在は IBM 社に統合）と

アライアンスを開始し，BI ソリューションの提供を開始

した。DWH・BI 市場は，近年の不況下にあってもダッ

シュボードによる経営および現場の可視化の需要，ビッ

グデータアナリティクスへの期待の高まりとともに，今

後も成長が見込まれている。1) 2) 

 

２. BAソリューションの概要 

DWH・BI の要件は，ユーザ毎に固有であり，また同

じユーザであってもその時々によって要件が変化するこ

とが一般的である。HSE は，そのような変化する要件に

対応できる製品を，市場で優位性のあるベンダとのアラ

イアンスによって供給可能とし，その製品を活用した業

務適用をソリューションとするアプローチをとった。 
なお，当初は製造業営業系を中心とした産業分野への

展開が主体であったが，その後，金融分野，公共分野へ

と市場を広げ，大規模導入にも対応できるノウハウを蓄

積してきている。 
しかし今日では，BI による可視化・分析によって過去

と現在の状況を把握するという手段は，多くの企業が導

入済みのソリューションとなっている。ソリューション

の価値を高め，より訴求力のあるものにするためには，

新しい提案が必要である。HSE は，BI ソリューション

図 1 BAソリューションのコンセプト 
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